第１２章　商業及び貿易
商業の概況
　商業統計調査から昭和57年６月１日現在の府下の商業の状況をみると、商店数で25万4911店、従業者数120万3080人、年間販売額71兆1133億4600万円となっている。
　これを前回調査（昭和54年）と比べると、商店数では１万9892店（8.5パーセント）の増加であり、年平均増加率に直すと2.7パーセント増となり、昭和47年からの５回の調査のなかでは最も低い増加率となっている。
　従業者数では、９万1672人（8.2パーセント）増となっており、年平均増加率2.7パーセント増は商店数とは対照的に５回の調査のなかで最も高い数値を示している。　
　年間販売額については、16兆9521億円（31.3パーセント）の増加となり、年平均増加率9.5パーセントは、インフレの影響を受けた昭和49年調査の29.2パーセントに次ぐ伸びであった。
　次に、これらの動向を業態別にみると、卸売業は、商店数、従業者数、年間販売額とも前回調査の増加率を大幅に上回る顕著な伸びとなっている反面、小売業、飲食店については、商店数の伸びでは前回調査の伸びを下回り、年間販売額でも前回の伸びをわずかに上回る伸び率にとどまっている。
　卸売業、小売業の年間販売額の増加率を、物価指数でデフレートした実質増加率でみると、両業態とも、昭和51年調査を底として、54年、57年と漸増傾向となっており、回復基調を示している。
　地域別の商店数をみると、大阪市を中心として北大阪（三島、豊能地域）から東大阪（北河内、中河内地域）へと外延的に増勢してきた商業活動は、今回調査では、南大阪（南河内、泉北、泉南地域）が比較的伸長し、商店数の伸びでは北大阪（6.5パーセント）、東大阪（7.8パーセント）を上回り9.0パーセントと高い伸びを示している。
　過去の増加率では、常に北大阪が最も高い伸びを示していたが、今回初めて東大阪、南大阪が北大阪をそれぞれ、1.3、2.5ポイント上回る伸びをみせ、商業活動の南下傾向をうかがわせている。
　通商産業省の商業統計表から大阪の対全国シェアをみると、商店数8.5パーセント、従業者数9.7パーセント、年間販売額14.2パーセントとなっている。年間販売額では、東京の大幅な伸びとの相対において、前回の15.3パーセントのシェアから1.1ポイントの減となっている。
貿易（大阪三港）の概況
　昭和58年の貿易額は、全国では輸出34兆9093億円（前年比1.4パーセント増）、輸入30兆148億円（同8.1パーセント減）であり、輸出入バランスは４兆8945億円の出超であった。
　これをドルベースでみると、輸出1469億ドル（同5.8パーセント増）、輸入1264億ドル（同4.2パーセント減）であり、輸出入バランスは205億ドルと、過去最高の出超額を記録した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本関税協会「外国貿易概況」参考）
　一方、大阪府における貿易状況を大阪三港（大阪、堺、岸和田港）の通関実績でみると、貿易総額は４兆8089億円で前年比7.6パーセントの減少となっている。このうち、輸出２兆7813億円（同20.5パーセント減）、輸入２兆275億円（同13.3パーセント減）であり、7538億円（前年5317億円）の出超となった。
　輸出品目を部門別にみると「機械機器」が1兆7202億円（構成比61.8パーセント）と最も高く、「金属及び同製品」4594億円（同16.5パーセント）、「化学工業生産品」2067億円（同7.4パーセント）、「繊維及び同製品」1570億円（同5.6パーセント）となっている。
　輸入では「鉱物性燃料」が8886億円（同43.8パーセント）と最も高く、以下「食料品」2469億円（同12.2パーセント）、「原料品（その他）」2284億円（同11.3パーセント）、「化学工業生産品」1264億円（同6.2パーセント）と続いている。
　また、大阪港についての輸出入先別をみると、輸出は東南アジアが１位、アメリカが２位であり、輸入はアメリカが１位、東南アジアが２位となっている。
